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●「小中連携、一貫教育に関する主な意見等の整理」（平成２４年７月、中央教育審議会初等中等教育
分科会学校段階間の連携・接続等に関する作業部会）において、「小中連携、一貫教育の効果的な
実施に資する学校施設の在り方について、国として検討することが必要」と明記

●平成２５年２月、学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（主査：杉山武彦成城大学教授）
の下に、本部会を設置。これまで、近年の施設一体型校舎における小中一貫教育の取組の増加を
背景に、施設一体型校舎を対象として、その施設の在り方について検討

●今後、中央教育審議会における小中一貫教育の制度化に関する審議状況を踏まえ、小中一貫教育
を効果的に行うための施設の在り方について検討し、年度末までに報告書を取りまとめる予定

○ 第１回部会 （平成２５年２月８日）
・委員からのプレゼンテーション、自由討議
○ 第２回部会 （平成２５年８月２８日）
・委員からのプレゼンテーション、現地視察報告 等
○ 第３回部会 （平成２５年１２月２０日）
・委員からのプレゼンテーション、アンケート集計結果報告 等
○第４回部会 （平成２６年９月９日）
・本部会の検討の方向性 等

【検討経緯】

【主な検討内容】

○ 小中一貫教育を効果的に行うための学校施設の在り方
について検討
・ 施設の現状、課題
・ 施設の基本的な考え方、計画・設計上の留意点
・ 支援策の検討 等

※施設分離型校舎についても運営上の課題を踏まえた施設の在り方を検証することが必要

「小中一貫教育推進のための学校施設部会」の概要「小中一貫教育推進のための学校施設部会」の概要
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１．施設一体型校舎に関するアンケート調査結果

【１．調査対象】

小中連携、一貫教育※１の導入を目的として施設整備を行い、平成

１８年４月から平成２５年５月までの間に開校した施設一体型校舎※２

の公立小・中学校（１３１校）

※１ 小中連携、一貫教育の定義については、中央教育審議会 初等中等教育分科会

学校段階間の連携・接続等に関する作業部会「小中連携、一貫教育に関する主な意

見等の整理（平成24年7月）」 による。

・小中連携： 小・中学校が互いに情報交換・交流することを通じ、小学校教育から

中学校教育への円滑な接続を目指す様々な教育

・小中一貫教育： 小中連携のうち、小・中学校が９年間を通じた教育課程を編成し、

それに基づき行う系統的な教育

※２ 同一敷地内に小学校及び中学校を設置し、両者の校舎を一体に整備しているものを

いう。（小学校と中学校の校舎が渡り廊下等でつながっているものを含む。）

【２．主な調査項目】

施設一体型の小中連携、一貫教育校における校舎の計画・設計

内容等

【３．調査期間】

平成２５年９月１３日～１１月８日

【４．調査時点】

平成２５年５月１日時点

79校(60％)

52校
(40％)

施設一体型校舎の小中一貫教育、小中連携校の開始年度（校数）
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注） 学校数は、小中連携又は小中一貫教育を実施している
施設一体型の小・中学校を１校として計上

施設一体型校舎の小中一貫教育、小中連携の校数

小中連携・一貫教育校の学校施設の在り方に関するアンケート調査の概要

●小中一貫教育等に取り組む施設一体型校舎の現状、課題を把握するため、アンケート調査を実施
●小中一貫教育等の導入を目的として施設整備を行い、平成１８年４月から２５年５月までの間に開
校した、施設一体型校舎の公立小・中学校を対象



37校
47%

18校
23%

11校
14%

13校
16%

9学級以下

10～18学級

19～27学級

28学級以上

新築･既存校

舎の全面改

築, 
(36校，46%) 

既存校舎の

増築＋改修, 
(28校，35%) 

既存校舎の

改修, (12校，
15%) 

その他, 
(3校，4%)

学校施設整備方針の検討体制

●４８％の学校が学校施設整備委
員会等を設置して整備方針を検討

施設一体型校舎の整備手法

（その他の内訳）
渡り廊下の設置、耐震化のための改築 など

学校施設整

備委員会等を

設置して検

討,
（ 38校 , 48%）

設置者の担

当者で検討, 
（15校 , 19%）

特に検討

していない, 
（18校 , 23%）

その他, 
（8 校, 10%）

小中一貫教育校（79校）
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●校舎の整備方法について、４６％
の学校が新築や全面改築を実施
●半数の学校が既存校舎を活用し
て小中一貫教育の取組を実施

小中一貫教育校（79校）

小中連携・一貫教育校の学校施設の在り方に関するアンケート調査結果（抜粋①）

小中一貫教育校（79校）

学校規模（学級数）

●学級数（特別支援学級を除く）に
ついて、４７％の学校が９学級以
下



学年区分

●学年区分について、６８％（５４
校）の学校が「４＋３＋２」を採用

小中一貫教育校（79校）
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（その他の内訳）
4+2+3：3校、 2+2+2+3：１校、 2+7：1校

小中連携・一貫教育校の学校施設の在り方に関するアンケート調査結果（抜粋②）

（その他の内訳）
少人数教室、国際教育室、多目的スペース
（兼 交流スペース）、教師ステーション、渡り廊下、
通学バス回転広場 など

●４４％（３５校）の学校が小・中の児
童生徒の異学年交流スペースを
整備

小中一貫教育校（79校）

新たに追加したスペース
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複 合 施 設

（地域開放プール、図

書 館 等 ）

地域・保護者の方々

の 交 流 ス ペ ー ス

小・中の児童生徒の

異学年交流スペース

（複数回答可、校数）

●校舎整備に当たって、３８％の学
校が従来からの中学校敷地を活用

従来からの中学

校の敷地

（30校・38%）

従来からの

小学校の敷地

（11校・14%）
新しい敷地

（7校・9%）

従来からの小・

中同一の敷地

（16校・20%）

その他

（15校・19%）

（その他の内訳）
従来からの学校敷地に加え新たな敷地の購入、
隣接する小・中学校の敷地の活用 等

施設一体型校舎の校地計画

小中一貫教育校（79校）
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●小中合同で整備した職員室につ
いて、６６％の学校が、学年区分
の担当ごとに座席を配置

●授業方法について、９割の学校が
小学校に一部教科担任制を導入

●授業時間について、約６割の学校
が小４５分、中５０分を、約４割の
学校が５年生以上５０分を採用

学校の運営状況

小中一貫教育校（79校） 小中一貫教育校（79校）

小中連携・一貫教育校の学校施設の在り方に関するアンケート調査結果（抜粋③）

職員室の座席配置小・中学校で共同利用する室等

■小中一貫教育校（79校） ※上位の回答

① 職員室 71校（90％）

② 家庭教室 61校（77％）

③ 校長室 59校（75％）

④ 昇降口・玄関 56校（71％）

⑤ 図書室 55校（70％）

⑤ グラウンド 55校（70％）

●共同利用する室等について、９割
の学校が職員室を共同利用。

●特別教室関係では、家庭教室、
図書室が多く、運動施設関係では
グラウンドが多い。

学年区分

担当ごと

に配置, 
（43校, 
66%）

小学校、

中学校担

当ごとに

配置, 
（21校, 
32%）

その他, 
（1校, 2%）

※職員室を合同で整備したと回答があった
学校（65校）の職員室内座席配置

■小中一貫教育校における授業方法

■小中一貫教育校における授業時間
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施設一体型校舎を整備した際の課題

小中連携・一貫教育校の学校施設の在り方に関するアンケート調査結果（抜粋④）

施設一体型校舎の教育上の効果

【施設設計上の課題】

・階段・洗面台・トイレの高さ

・児童生徒の体格差が広がるため、可動式の備品等を採用

・プールの安全対策

・小中の中間に配置する機能（交流スペース、管理諸室）をどの

程度盛り込むかの検討

【施設計画プロセス上の課題】

・既存の校舎・敷地をいかに残すかということについて、方針の

決定に時間を要した

【施設利用上の課題】

・小学生の声、音が気になる

【運営上の課題】

・中学校教員による小学校の授業の時間割設定

・中学1年生、2年生の幼稚化

・特別教室、グラウンド・アリーナの使用調整

・授業時間が違うことによるチャイムの設定 等

9

38

72

74

53

0 20 40 60 80

そ の 他

児 童 生 徒 の 学 習 意 欲

の 向 上

小 ・ 中の教員間の連携
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小 ・ 中 の 児 童 生 徒 の

交 流 機 会 の 増 加

中一ギャップ（不登校の増加

や学力・学習意欲の低下

等 ） の 減 少

（複数回答可、校数）

小中一貫教育校（79校）
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小中一貫教育に取り組む学校の施設整備例（京都市立凌風小学校・凌風中学校）

学校概要（平成２４年度開校）

●小中一貫教育等に取り組む施設一体型校舎の現状、課題を把握するため、現地視察（１２校）を実施
●教育課程の区分、学校運営などを考慮した空間構成や施設機能の計画・設計が必要

■規模

学校 学級数 児童生徒数

小学校 18 513

小・特別支援学級 3 5

中学校 10 237

中・特別支援学級 3 11

合計 34 766

（概要） ・学年区分は「４＋３＋２」を採用
・第２ステージ（５年生）から一部教科担任制、５０分授業を導入
・第２及び第３ステージにおいて部活動の実施

（概要） ・学年区分「４＋３＋２」に合わせた校舎のゾーニング
・職員室や保健室は小・中学校が共同で利用
・体育館については大・小のアリーナを整備

外観 オープンスペース（交流空間）職員室

施設一体型の小中連携、一貫教育校の施設利用状況（H25.5.1現在）

学年区分 ゾーニング 校長室 職員室 音楽室 家庭科室 図書室  ランチルーム 保健室 給食室 昇降口 体育館 グラウンド
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●明確な目標設定

⇒ 学校が目指す目標や理念を明確にした上で、これを実現する
ためにどのような施設環境が必要か考える

●広く学校関係者が参画する場の設定

⇒ 早い段階から学校関係者が参加する場を設定し、小中一貫
教育に関する共通イメージを創りあげることが大切である

⇒ 地域の将来のため、小中一貫教育の意義や地域の核としての
学校の在り方について考えることが大切である

（１） 計画・設計プロセスの構築

地域住民参加のワークショップの様子
【富山市 芝園小学校・芝園中学校※】
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２．小中一貫教育を効果的に行うための学校施設整備の方向性

・ 小中一貫教育の効果的な実施に資する施設環境の確保

・ 教育課程の区分にふさわしい空間構成、施設機能の整備

・ 地域との連携

施設整備の基本的な考え方施設整備の基本的な考え方

施設の設計・計画上の主な留意点

（２） 学校規模の設定

●学校区の特徴を考慮した学級数の設定 ※ 国立教育政策研究所文教施設研究センター研究会
報告書「小中一貫教育の特色を活かした学校づくり」
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（３） 校地選定と配置計画における留意事項

●小中一貫教育に対応する校地面積の確保

⇒ 小中一貫教育に関係する授業内容、部活動、学校行事での
使用方法などを想定し、必要な面積を確保する

⇒ 立地条件の制約により校地面積が限られる場合は、低学年が
安心して遊べるような芝生広場、プレイコート等を設けるなど、
体格の違う児童生徒が同時に使用する場合の安全性を考える

低学年用の芝生広場【府中市府中学園※】

（４） 教育課程の区分を考慮した平面計画

●教育課程の区分にふさわしい空間構成、
施設機能の整備

⇒ 教育課程の区分の構成と校舎のゾーニングとの間には
密接な関係があり、両者を一致させることが望ましい

⇒ 教育課程の区分の特徴や違いを十分に理解し、
ふさわしい教室周りの構成や必要な施設機能を確保する

●教育課程の進行に伴う成長段階の演出

⇒ 子供たちが自らの成長が実感できるよう、平面構成や教室
環境に変化をつけるなどの工夫を行う

学年区分「６･３」に基づき、校舎のゾーニングを計画。
校舎中央を交流の核として位置付け、図書館や特別教室
を配置【府中市 府中学園※】

※ 国立教育政策研究所文教施設研究センター研究会
報告書「小中一貫教育の特色を活かした学校づくり」
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（５） 施設・スペースの共同利用

小中合同の職員室【つくば市春日学園】

●職員室
⇒ 小中一貫教育校の運営では、小・中学校の教職員間の連携が重要であり、
職員室を共同で利用し、教員相互のコミュニケーションの場として活用する

●特別教室
⇒ 小・中学校間で異なる校時の調整、教材や教具の相違、体格差に対する
家具や備品類の配慮について検討する

●運動施設
⇒ 体育館について、小学校では土日などに地域利用が多く、中学校では
部活動での利用が多いなど、小・中学校の利用実態の違いに留意する

⇒ プールを共同利用する際に重視すべきことは安全対策であり、体格差の
大きい児童生徒が利用することを前提に、施設面の配慮を入念に行う 机高が可変できる小中共同利用の理科室

【佐賀市 小中一貫校北山校】

（６） 異学年交流スペース、地域連携スペースの確保

校舎１階中央に整備された異学年交流の場
【京都市 花背小学校・花背中学校】

●授業や学校行事による異学年交流の場
⇒ 異学年交流スペースを児童生徒の動線を考慮して利用しやすい位置に
配置することが望ましい

●地域連携を育むスペース
⇒ 地域コミュニティの拠点としての役割を果たしていくことも踏まえ、地域
連携を考慮したゾーニングや動線計画を行うことが大切である

【共同利用の効果】
授業や学校行事等で、小・中学校の教職員や児童生徒が同じスペースを使用す
ることによって、教育内容の充実や学校運営の円滑化を図る効果が期待できる



３．国に期待する施設整備上の取組
小中一貫教育を効果的に行うためには、教育課程の区分や学校運営などを考慮した
小中一貫教育に取り組む学校としてふさわしい施設環境が必要

• 施設整備の財政支援の充実
⇒ 「小中一貫教育学校（仮称）」について、小・中学校と同等の施設整備が可能と

なるよう支援が必要
⇒ 施設一体型校舎の整備に支援が必要

⇒ 交流スペースの設置等、小中一貫教育の効果的な実施に資する施設整備への
支援が必要

• 学校施設の整備面での好事例の収集・普及
⇒ 施設計画の前提となる運営に関する状況、施設の計画・設計上の留意点などを

分かりやすく示した事例集の作成 等

• 技術的助言
⇒ 小中一貫教育学校（仮称）における計画・設計上の留意事項を学校施設整備指

針へ反映

⇒ 小学校の児童用の階段におけるけあげ寸法の特例の周知 等
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